
東 京 消 防 庁 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）一般会計 

 （２）財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

   東京消防庁 

 

 ３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、東京消防庁執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 事業執行等について 

  特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決算の概要 

 １ 歳入歳出決算の状況 

 （１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率

分担金及負担金               0         3,142           3,142      － 

使用料及手数料         341,770         364,345         22,575    106.6 

国 庫 支 出 金         920,707       1,166,554         245,847    126.7 

財 産 収 入         558,637         547,787  △      10,849     98.1 

諸  収  入      44,718,454      45,341,949       623,495    101.4 

計      46,539,568      47,423,779       884,211    101.9 

 

歳入は、第６款分担金及負担金ほか４款であり、予算現額４６５億３，９５６万余円、収入

済額４７４億２，３７７万余円、比較増額８億８，４２１万余円、収入率１０１．９％である。 

    歳入の主な内容は、 

   ・消防施設強化促進法等による消防費国庫補助金 

                                   １１億６，６５５万余円 

   ・諸収入のうち、多摩地区の市町村からの消防費受託事業収入 

                                  ４４４億９,４１０万余円 

   である。 

    なお、第１２款諸収入（項：雑入）において、収入未済額（５４０万余円）が生じている。 

 

   イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目(款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

消 防 費   240,235,000   234,617,553             0    5,617,446     97.7 

諸 支 出 金         5,860         5,859             0       0    100.0 

計   240,240,860   234,623,413             0    5,617,446     97.7 

 

歳出は、第１４款消防費及び第１６款諸支出金の２款で６項１８目に区分し執行しており、

予算現額２，４０２億４，０８６万円、支出済額２，３４６億２，３４１万余円、不用額５６

億１，７４４万余円、執行率９７．７％である。 

    消防費の主な執行内容は、 

   ・職員費及び管理事務等に要したもの 

        （項）消防管理費   （目）管理費      １，８７０億７，５４１万余円 
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   ・消防車両及び総合情報通信体制等の整備に要したもの 

        （項）消防活動費   （目）装備費        １１７億４，９３８万余円 

   ・消防団の運営及び活動に要したもの 

        （項）消防団費    （目）活動費         ２４億８，９１５万余円 

   ・普通退職及び定年等退職に要したもの 

        （項）退職手当及年金費（目）退職費        １７４億１，０４１万余円 

   ・消防署等の庁舎建設等に要したもの 

        （項）建設費     （目）庁舎建設費       ４１億２，２４０万余円 

   である。 

 

 ２ 財産の管理状況 

   ア 財 産 

区   分 平成１８年度末現在高 平成１７年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   土    地 

   建    物 

   動    産 

      

 

      

   物    権 

   無体財産権 

 

 

   出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

 

       466,117.25 ｍ２ 

 

       672,342.73 ｍ２ 

 

船 舶      ４隻 

(230.00 総トン)

浮桟橋         ５ 個 

航空機         ６ 機 

地役権      19.93 ｍ２ 

 

特許権       １４ 件 

著作権       ２３ 件 

その他これらに準ずる権利   ５ 件 

      184,000,000 円 

       ８，６３４ 点 

      263,876,000 円 

 

       469,379.23 ｍ２ 

    △  3,261.98 ｍ

       662,679.05 ｍ２ 

        9,663.68 ｍ

船 舶       ４隻 

(230.00 総トン)   

浮桟橋         ５ 個 

航空機         ６ 機 

地役権      19.93 ｍ２ 

                0 ｍ

特許権       １４ 件 

著作権       ２３ 件 

その他これらに準ずる権利  ６ 件 

      184,000,000 円 

       ８，９８４ 点 

      266,789,000 円 

 

２

 

２

 

             ０ 隻 

             ０ 個 

             ０ 機 

２

 

            ０ 件 

             ０ 件 

△         １ 件 

              0 円 

  △     ３５０ 点 

  △  2,913,000 円 

 

東京消防庁で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の減少は、弘道寮（１，９６８．１４ｍ２ 

 ）及び大井消防署（６６４．３５ｍ
２ 

 ）の跡

地を財務局に引き継いだことなどによるもの 

・建物の増加は、志村消防署高島平出張所外１９件（６，２０７．７９ｍ２ 

 ）を新築したこと

などによるもの 
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・物品の減少は、無線のデジタル化に伴うアナログ式変換機及び無線機を廃棄したことなどに

よるもの 

・債権の減少は、スカイタワー西東京に係る賃貸借契約変更に伴う敷金が減少したことなどに

よるもの 

である。 
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